伊藤博文における「勅令」 : 憲法調査、公文式、明治憲法を通じて by 久保田 哲





















































への警戒感と国体に適合した法案審議という期待感を抱いていたこと、両院制議会が法案審議に関わる「立法過程」を立憲政体の要件と捉えていたこと、 「行政」への対抗手段となりうる弾劾権などを議会に認めなかったことなど 明らかにした。一連の考察 なかで、十分な検討を加えられていない点に、伊藤における「勅令」の位置づけがある。　
周知のとおり、一八八六（明治一九）年の公文式により、 「 律」と「勅令」と う法令の種別が定められ



















































































































































テヒョーは、これらに対してどのような意見を付したのであろうか。第一 ・ 二条についてテヒョーは、 「天皇
陛下ハ啻ニ独リ立法権ヲ掌握シ玉フノミナラス又行政権ノ元首ナリ陛下行政権ヲ施行シ玉フニハ大ニ命令ヲ発シ親ラ裁決ヲ為シ玉ハサルヘカラス然ルニ此命令ハ必シモ直接ニ国民ノ権利義務ニ関係セリト云フヘカラス之ニ関係セサルモ緊要ナル政務ニシテ永久不変 効力ヲ有スル ノナシトセス」として、立法権と行政権を有する天皇が裁可する「命令」は、 「国民ノ権利及義務ニ関スル事項」に限らず、より広範なものであっていいと述べ 。そのうえで、 「凡ソ一般ニ関スル法律及ヒ命令案ヲ天皇陛下ニ呈出スヘキモノハ内閣ニシテ他ノ官庁ナラサルコトハ当然ノ理ナリ然ルニ今之ヲ殊更ニ明言ス ハ贅言ニ似タルカ如シ」と、文言上の整備を求めた。立案に関しては、 「立憲政体ノ国ニ於テ君主ト議院トノ関係 付規定スルヲ得ヘシ君主独裁ノ国ニ於テ之ヲ規定スル其当ヲ得ス故ニ第二条ノ第一文章ハ刪除 ヲ宜シトス」という。テヒョーのこうした指摘については、 「起草権ハ君主 議院ノ関係ニ属ス」という、伊東巳代治のものと思われるメ が欄外に残されている。さらにテヒョーは、内閣総理大臣が他の大臣を兼任す 場合に法案提出権を持てなくなってしまうため 第
武蔵野法学第 5・6 号
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テハ法律ハ立法院ノ議ヲ経テ国王ノ裁可ヲ仰キ発スルモノヲ法律ト称ヘ立法院ノ議ヲ経スシテ国王ノ特権ヲ以テ発スルモノヲ命令ト云ヒ其命令ヲ分ツテ更ニ勅令閣令又ハ省令ト申シマス勅令ハ国王ノ発 ルモノヲ云ヒ閣令省令モ亦国王 特権ヲ以テ発布スル命令中ノ一部分デアリマシテ国王ノ委任ヲ受ケテ大臣 閣令又ハ ト称ヘル事デアリマス」と、法令の種別に解説を加えた。ただし伊東は、 「法律ハ仮令ヒ議院ノ議ヲ経ルモ国王ノ裁可ヲ経ザレハ一ツ 法案ニ過キズ未ダ 律ノ効力ヲ有スルニ至リマセン」と、 「法律」の裁可権は議会でなく天皇にあることを強調している。こ 点に関しては、 「元老院ノ議ヲ経ルヲ要スルモノハ舊ニ依ル」について、元老院は「法制ニ関シテ意見ヲ上奏スル所ノ顧問官ノ集合体」であり「今日ノ組織ニ於テ之ヲ立法部トハ認メラレ」ないため、 「二十三年国会ヲ開設セラレマスル時ニハ則チ立法院ノ字ト元老院ノ字ト変化スル訳ニテ今日ハ未タ立憲政体ノ制度整ハサレハ元来立法権ト云フ字ヲ載スル時デナキ故ニ乃チ舊例ニ依テ元老院ノ議ヲ要スト云フ明条ニ設ケラレタルナラン」とも述べている。議会開設前の当時において、法案審議権は整備途上にあるとしたのである。　
内閣の立案権を定めた第二条については、 「法律勅令ノ発議権ヲ指シタル義ト思ハル即チ裁判権ハ邦国主権













































































ル案では、 「一般危急ノ場合ニ於テ及公共ノ危難ヲ避クル為天皇ハ内閣ノ責任ヲ以テ法律ノ効力ヲ有スル勅令ヲ発スルコトヲ得此勅令ハ承認ヲ得ル為次会ノ国会ニ之ヲ提出スヘシ」 （第六条）と、天皇が内閣の責任のもとで公布する「勅令」は「法律」と同じ効力を持ち、議会の事後承認が求められることが定められた。なお、ロエスレルは、 「法律勅令ハ正当ノ手続ヲ以テ発布スルニ非サレハ効力ヲ有セス
　
正当ノ手続ヲ以テ発布シタ


































































































































































































































勅令ハ自然ニ其ノ効力ヲ失フヘキ 故ニ危急命令 其ノ之ヲ発スルニ当テ本条ニ準拠シテ之ヲ発スルコトヲ宣言スル 式トスヘキナリ。
④
政府若之ヲ議会ノ承認ニ付セサルカ、或ハ議会其ノ承認ヲ拒ムノ後、政府ニ於テ仍廃止ノ令ヲ発セサルトキハ、議会ハ何等ノ処分ヲナスヘキカ。
議会ハ質問又ハ上奏又ハ請願 依リ、政府ノ答責ヲ求ム ノ方法 取ルコトヲ得ヘシ。
⑤
議会若承認ヲ拒ムトキハ、前日ニ泝リ勅令ノ効力ヲ取消スコトヲ求ムルコト 得ルカ。






































表一、二の比較から、以下の点が指摘できる。 ［義解①］は新設であり、 ［説明①］は削除された。 『憲法義
解』は、 ［義解①］を最初に説明することにより、勅令が法律と同じ効力を有することを第一に確認している。これは、伊藤らが議会に対するセーフティネットとして勅令を定めたことの証左といえよう。また、天皇が公布権を持つことも強調されている。 ［義解②］は［説明⑥］とほぼ同様である。ここでも勅令が法律と同じ効力を有することを確認している。新設の［義解③］では、 ［義解①］と に、天皇が公布権を持つことが明記されている。 ［説明③］ 削除された は、 「自然ニ其ノ効力ヲ失フ」という点が公布権の確認と矛盾し ためであろうか。 ［義 ④］は、 ［説明②］が元である。議会が勅令を承認しない要件として、憲法との矛盾だけでなく、 「本条に掲げたる要件を缺きたる」とき、 「立法上の意見」を新たに追加した。 ［説明②］において、緊急 あることの妥当性を議会による検証の枠外 した点が削除された。 ⑤ は、 ［説明④］に基づいている。 ［説明④］にある、 「質問又ハ上奏又ハ請願ニ依リ、政府ノ答責ヲ求ムル」という、議会による政府への弾劾につながりかねない内容は削除され、単に「政府は憲法違反の責を負ふ」 修正された。 ［義解⑥］は［説明⑤］を元になっている。 ［説明⑤］に「政府ノ為ニ危急命令ヲ発スルヲ許ス」とあったものが、 ［義解⑥］では、 「君主の 命令を発して」と勅令の発令権が政府でなく天皇にあることを知らしめる形 修正された。なお、 ［説明⑤］ あった「解責法」に関する言及は全て削除 た。 ［義解⑦］は新設である。　
以上を総じていえば、 「憲法説明書」を作成した当時と比べ、憲法 条文が確定し、 『憲法義解』を作成した














の「勅令」への意識を辿った。伊藤は欧州の地で、議会が法案審議に関わ 「立 過程 が立憲 体 要件で
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33（
あること、民選議院の専横への警戒が必要であること、法律の不完全性を補い、緊急事態に対応するため「勅令」が必要であることなどを学んだ。帰国後の伊藤は、内閣制度を創設したうえで 法令を「法律」 、 「勅令」という二種に大別す 公文式を制定した しかし、公文式の制定後も「法律」と「勅令」には、 立法過程」や内容における明瞭な違いがあるとはいえなかった。これは、伊藤が 令 整備を企図したというよりも、議会開設前に「立法過程」における天皇の公布権や裁可権 内閣の立案権を明確に定めるという意図のもとで公文式を制定したことによ 、 理解すべきである。そのうえで 見通し つかない議会に対するセーフティネットとして、 「勅 という枠組みを設けたのであった。　
ただしそれは、伊藤が議会の法案審議権を形骸化しようと考えたものではない。伊藤は、議会の法案審議権
を尊重する姿勢で明治憲法の制定に臨んだのである。勅令に議会 事後承認を求めたことは、 尊重と内閣重視 両立させた結果といえる。しかし、伊藤 議会への期待は、あくまで「立法過程」における法案審議を担う以上のものではなかった。勅令 事後承認は、議会によ 内閣への責任追及を避ける意味も持っていた。　
繰り返すが、 「立法過程」において法案審議を担うこと、それが伊藤にとっての議会の第一義的役割であっ
た。したがって伊藤は、議会の法案審議権を重視しつつも 弾劾権は決して認め 伊藤 「立法」観からすれば、セーフティネットとしての勅令は、当然の帰結なのであ 。　



















と明治国家形成 「宮中」の制度化と立憲制 導入 』 吉川弘文館、一九九一年、岩谷十郎『明治 の法解釈と法律家』第一章「明治太政官期法令の世界」 、慶應義塾大学出版会、二〇一二年などの研究がある。また 小嶋和司「明治二三年法律第八四号の制定をめぐって─井上毅と伊東巳代治─ （同『小嶋和司憲法論集一
	 明治典憲体制の
成立』 、木鐸社、 九八八年）も本稿と関わりある研究として挙げておきたい。明治憲法に関しては、稲田正次『明治憲法成立史』上下、有斐閣、一九六〇・二年、清水伸『明治憲法制定史』上中下 原書房、一九七一─四年、前掲『明治憲法欽定史』などが挙げられよう。さらに、伊藤博文研究としては、伊藤之雄『立憲国家の確立と伊藤博─内政と外交














（）	 「純理釈話」 （ 「伊東巳代治関係文書」 、国立国会図書館憲政資料室所蔵） 。
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39）	 「欠題（夏島憲法草案） 」 （ 「伊東巳代治関係文書」 、国立国会図書館憲政資料室所蔵） 。
（























4（）	 「夏島草案（一〇月草案） 」 （ 「伊東巳代治関係文書」 、国立国会図書館憲政資料室所蔵） 。
（
4（）	
前掲「伊藤博文の『立法』観」 、二四二頁。二月草案については、 「欠題（二月草案） 」 （ 「伊東巳代治関係文書」 、国
立国会図書館憲政資料室所蔵） 。
（













































表一は「憲法説明書」 （前掲 明治憲法制定史』下） 五二二─三頁 表二は前掲『憲法義解』 、三二─三頁 基づい
て作成した。
（
65）	
前掲『憲法義解』 、三四─五頁。
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